取締役会の「監督」機能の再定義

1． 背景と問題意識

取締役会は、取締役の職務の執行を監督するものとされている（会社法第362条第2項第2号。以下、会社法については法令名称の記載を省略）。法には、この「監督」の何たるかについての定義はなく、また、その内容についての例示規定もない。

しかし、この取締役会による「監督」を取締役の業務執行と対立的に見て、取締役会を、取締役を牽制する機関として位置づけることには、学会・実務界でほとんど異論がないようである。

「執行と監督の分離を進めよ」「社外取締役設置を義務付けよ」などの主張は、そのような対立的認識に基づいているものと考えられる。

しかし、そのような認識には、以下の構造的問題がある。

1 「取締役会が各取締役（全員）を牽制する」という構造、抽象化すれば「構成員全員から成る集合体が構成員の一部ではなく構成員各員をもれなく牽制する」という構造は異例かつ不自然である。

そのような異例な構造であるにもかかわらず、法には監督の内容や方法に関する具体的規定はない。
全員が業務執行取締役である取締役3名で構成される取締役会でどのような牽制があり得るのであろうか。さらには、取締役3名が存在する非取締役会設置会社との本質的差異は何であろうか。そのような問題に触れることなく、上場会社を前提に監督論が語られることが多い。
2 取締役会が業務執行を決定すること（第362条第2項第1号）と整合的でない。

例えば、業務上の問題が発生した場合において、その原因が業務の執行よりも業務執行の決定にあることもあり得る
。決定と執行の双方に原因が内在し得る以上、決定者である取締役会と、執行者である取締役は、いずれも責任を持つフラットな関係であるべきである。しかるに、監督を牽制とする見方は、取締役会が取締役を一方的に牽制する上位機関であると位置づけるものであり、不自然である。
取締役会がその構成員を牽制するのは自己監督の側面があるという指摘や、牽制機能を強化するために取締役会で決議する事項を減らすべしとの提言はなされているが、取締役会と取締役の対立的認識自体は根本的な問題とはされていないようである。

3 監査役と牽制機能が重複し過ぎる。

この問題意識から、立法の歴史を踏まえた検証により、監査役の機能、ひいては監査役が現行制度の中で存在する意義に疑問を呈するアプローチも見られる。

一方で、妥当性監査VS適法性監査論をはじめ、監督と監査の相違を説明しようとする論もあるが、本質的な相違を描き出せてはいないようである。

しかし、私は、取締役会の「監督」機能を牽制という対立的認識から解放して再定義することにより、上記の問題点を回避しつつ現行制度と整合的に、しかも「監督」が株式会社に普遍的に存在するものとして、説明することができると考えるものである。

2． アプローチ

従来の監督論は、「監督＝牽制」を前提に、取締役会の活動実態の中から牽制的外観を有するものを拾い出すボトムアップアプローチによっているようである。

しかしこれでは、「監督＝牽制」以上に監督機能の定性的特徴を描き出せないし、部分部分を取り出しているだけでその体系化が行われていないので、象をなでるが如く全体像を見ていない可能性がある。
故に、本論においては、まずトップダウンアプローチ、すなわち演繹的アプローチにより監督の全体像に関する仮説を導き、それを条文と実態から帰納的に検証するアプローチをとることにする。
具体的には以下のとおりである。

まず、取締役会設置会社と非取締役会設置会社の各機関の機能を比較考察することにより、取締役会のあるべき機能を明らかにし、当該機能から取締役会の監督機能を抽出（再定義）する。これは、演繹的に仮説を導くものである。

次に、上記仮説が会社法の規定と矛盾しないこと、及び、取締役会の監督（牽制）として説明されている典型的機能が上記仮説でよく説明可能であることを述べる。これは、仮説を帰納的に検証するものである。

更には、取締役会による監督と監査役による監査との異同を論じ、監査役の存在意義及び取締役・取締役会との関係についても導く。これは、従来概念の「監督」、すなわち「牽制」機能の所在を明らかにするものである。

最後に、委員会設置会社と比較することにより、監査役設置会社の経営の本質を描き出し、社外取締役の意義についても論じる。

なお、会社法は商法の歴史の上に立脚しているが、有限会社法を取り込むなど株式会社に関する体系を新たに構築したものなので、本論においては、あえて商法以来の立法の歴史を考慮せず、あくまでも株式会社の本質と会社法の文理に基づき矛盾のないモデルを論じることとする。

3． 取締役会設置会社と非取締役会設置会社の各機関の機能比較

株式会社は、持分会社と異なり、業務執行者は社員に限定されない。すなわち、所有と経営を分離し、取締役が自律的に会社を運営する形態である。
取締役会設置会社は、更に所有と経営の分離を進め、社員の無個性化を前提に取締役の自律性を高めた形態である。故に、取締役会を置く目的は、「社員、すなわち株主総会による介入が少なくても各取締役が自律的に秩序だって業務を執行できるようにすること」であるべきである。

この認識に基づけば、取締役会設置会社と非取締役会設置会社は本質的に異なるものではなく、その相違は相対的だと考えられる。

そのように考えれば、取締役会の機能は、取締役会を置くが故に新たに発生したものではなく、「株式会社に共通に存在し非取締役会設置会社においてもいずれかの機関が有している機能の一部を、取締役会という会議体に吸収したもの」という仮説を第一に検討すべきである。
そこで、非取締役会設置会社においてある機関が有した機能が取締役会に吸収された可能性を比較考察することにする。

株式会社の最小限の機関設計は、「取締役＋株主総会」であり、監査役はオプションである。

取締役会を設置すると、最小限の機関設計は、「取締役＋取締役会＋監査役＋株主総会」である。

取締役会の設置・非設置による主な相違は表1のとおりである（非取締役会設置会社については複数の取締役の存在を前提とする）。

【表1】

	
	非取締役会設置会社
	取締役会設置会社

	業務執行の決定
	取締役の過半数（合議）で決定
	取締役会で決定

	業務執行
	各取締役（全員）が業務執行
	定められた取締役（全員とすることも可）が業務執行

	株主総会の関与
	決議事項制限なし
	法令・定款に定められた事項のみ決議可

	監査役
	オプション
	必須

	代表取締役
	取締役の互選等で定めることができる。定めない場合は各取締役が会社を代表可
	取締役会で選定（必須）

（全員を選定することも可）


比較対照すれば、第一に、業務執行の決定において取締役の合議と取締役会での決定が相互に対応している。第二に、株主総会の関与度合いが大きく異なっている。その他には、非取締役会設置会社においてオプションである監査役を置くとすれば、根本的な差異はない。

このことから、取締役会が吸収したのは、非取締役会設置会社において取締役の合議と株主総会が有している機能であると考えられる。

4． 取締役会の機能と監督機能の再定義

そこで、非取締役会設置会社における取締役の合議の機能・株主総会が有している機能のうち何が取締役会に吸収されたか、すなわち、取締役会のあるべき機能、について考察する。

次いで、その中で監督機能と位置づけられるものを抽出する。

(1) 非取締役会設置会社における取締役の合議の機能

複数の取締役が会社の経営に当たる場合、それぞれが勝手気ままに業務を執行するのでは会社の体をなさない。特に、それぞれの分担と、経営資源、すなわちヒト・モノ・カネの配分の決定は必須である。この観点から、非取締役会設置会社における取締役の合議の機能としては、「各取締役の分担、事業計画及び経営資源の配分を決定すること」が最も本質的である。

しかし、会社全体の状況・方向性や経営資源の全体像がわからずにその配分を決定することはできない。故に、各取締役への配分を論じる前提として「経営の基本方針・全体計画を策定・共有すること」も取締役の合議の機能として本質的なものである。

そして、各取締役はそれら合議結果に基づき業務を執行するが、経営方針や計画は、経営実績や、経営環境の変化その他の経営課題を踏まえて随時見直すことが必要である。換言すれば、経営のPDCAサイクルを回すことが必要なのである。

上記の「経営の基本方針・全体計画を策定・共有すること」及び「各取締役の分担、事業計画及び経営資源の配分を決定すること」はPDCAの「P」＝PLANに、各取締役の業務執行はPDCAの「D」＝DOに該当する。

すると、「C」＝CHECKは「経営実績と課題を共有・評価すること」、「A」＝ACTIONは「経営課題を踏まえて合議決定事項の改善を検討すること」であり、ともに取締役の合議によるべきである。

上記の取締役の合議の機能は、いずれも取締役会設置会社においては取締役会の機能として吸収されるべきである。

故に、非取締役会設置会社において取締役の合議が果たす機能のうち取締役会が吸収したのは、経営のPDCAのうち「P・C・A」、具体的には以下の4点である。

1 経営の基本方針・全体計画の策定・共有

2 各取締役の分担、事業計画、経営資源配分の決定

3 経営実績と経営課題の共有・評価

4 経営課題を踏まえた合議決定事項改善の検討

ここで注意すべきは、経営を取り巻く外部環境や会社内外のリスクの把握と評価もPDCAの各過程で行われるべきだということである。故に、③④の「経営課題」とは、事業計画と経営実績の比較から認識される経営課題に限られず、外部環境・会社内外のリスクに対応した経営課題を含むものと考えるべきである。

(2) 非取締役会設置会社における株主総会の機能

非取締役会設置会社における株主総会は何でも決議することができるが、その主たる機能は、

1 非取締役会設置会社においては、取締役が上記(1)の事項について合議を確実に実施する仕組みが担保されていないため、社員がそれに対して口を出せる場

2 役員の選解任

3 定款変更・組織再編等重要事項の承認

と考えられる。

このうち②の機能及び③の機能の多くは、取締役会設置会社においても株主総会に留保されている。③のうち、株式の募集の決定等の機能は取締役会に移転するが、これは①同様、非取締役会設置会社においては取締役の合議を確実に行う仕組みがない点を株主総会が補完しており、それを取締役会に移転するものだと考えられる。

従って、結局、非取締役会設置会社における株主総会の機能のうち取締役会が吸収したのは、上記(1)と同一の事項について、取締役の合議を補完する機能であると言える。

(3) 取締役会の監督機能

上記(1)(2)から、取締役会の主たる機能は、上記(1)の機能、すなわち経営のPDCAのうち「P・C・A」であると言える。経営のPDCAは、具体的には表2のとおりである。

【表2】

	P
	【会社全体】

経営の基本方針・全体計画の策定・共有
	【部分】

各取締役の分担、事業計画、経営資源配分の決定

	D
	業務執行

	C
	経営実績と経営課題の共有・評価

	A
	経営課題を踏まえた合議決定事項（「P」）改善の検討


これらをより単純化し、担い手を付記すれば表3のようになる。

【表3】

	
	機能
	担い手

	P
	業務執行の決定
	取締役会

	D
	業務執行
	各取締役

	C・A
	経営状況のモニタリング
	取締役会


このように整理すれば、表3の「モニタリング」、すなわちPDCAの「C・A」を取締役会の監督機能として位置づけるのが自然である。すなわち、取締役会の監督機能は、「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」と定義されるべきである。

以下、監督を牽制とみる従来の考え方を「牽制論」、上記仮説を「PDCA論」と呼ぶことにする。言い換えれば、「PDCA論」とは、取締役会の基本的機能を経営のPDCA、監督機能をPDCAの「C・A」すなわち「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」とみる考え方である。
5． 会社法の規定に照らした帰納的検証
PDCA論が、会社法の取締役会の機能に関する規定に照らして矛盾しないことを検証する。

(1) 第362条第2項第1号

業務執行の決定をPDCAの「P」と位置づけることは極めて自然である。

(2) 第362条第2項第2号

取締役会の監督機能の根本規定である。

取締役会の監督機能を「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」とする定義は、当該定義が「経営状況のモニタリング」と総括できるとおり、「監督」の語の辞書的な意味とも矛盾しない。

また、これをPDCAの「C・A」と位置づけることは、同項第1号の「業務執行の決定」すなわちPDCAの「P」と対になることから、条文の配置上も整合的である。

「経営実績と経営課題の共有・評価」の「経営実績」は取締役の職務執行結果、「経営課題」は取締役の対処という職務執行を待っている問題、なので、監督対象が「取締役の職務執行」と規定されていることとの矛盾はない。

(3) 第362条第2項第3号・第363条第1項

代表取締役の選定・解職は、対外的権限を付与する取締役の決定であり、取締役の分担の決定、すなわちPDCAの「P」の一部である。業務執行取締役の選定も同様である。解職・新たな選定は、経営課題を踏まえた経営資源再配分というPDCAの一環として位置づけられる
。

(4) 第362条第4項第6号

業務執行は事業だけではない。内部体制の整備も業務執行である。本規定に基づく体制整備の決定は、業務執行の決定であり、PDCAの「P」に当たる。

一方、取締役会の監督機能をPDCAの「C・A」と定義することにより、取締役会が、取締役による内部体制の整備「D」を踏まえ、その実績の測定評価・整備課題の認識「C」⇒改善の検討「A」⇒新たな整備の決定「P’」のサイクルを主体的に回すべきことに文理上の根拠が与えられる
。

(5) 第362条第4項第7号・第356条・第365条

役員の賠償責任発生または利益相反取引・競業取引という、取締役の職務執行に密接に関連した経営課題に対し、その共有と影響評価というPDCAの「C」⇒それらを認めるべきかの検討という「A」、というモニタリングを行うものと位置づけられる
。

(6) 第363条第2項

PDCAの「C」を「経営実績と経営課題の共有・評価」と位置づければ、本項に定める取締役の職務執行状況報告は、まさにその「共有」のための制度である。

(7) 第382条・第385条

第382条は、監査役が、是正されるべき行為または事実をまず取締役会に報告することにより、取締役会が、当該行為・事実という経営課題に対し、その共有・評価というPDCAの「C」⇒是正策の検討「A」⇒是正策の決定「P’」というプロセスで自己解決することを期待するものと位置づけられる。

第385条は、取締役の不正な職務執行について、監査役が上記プロセスを待てないと判断する場合に備え、行為差止という非常手段を規定したものである。

以上のとおり、会社法の取締役会の機能に関する規定の主なものは、PDCA論に基づき矛盾なく説明可能である。

特に、第362条第2項第1号、同項第2号及び第363条第2項は、経営のPDCAの観点で見て初めて、有機的に連関するものとなる。

また、第362条第4項第6号について、内部統制システムの運用状況を評価し改善を検討し続けることが取締役会の任務であることが、PDCA論により自動的に導かれることもあらためて強調したい。

6． 取締役会の実態からの帰納的検証

牽制論において取締役会の監督機能として説明されている機能の主なものが、PDCA論によって、同等以上に説明可能であることを検証する。

(1) 全般的監督機能

牽制論の立場からは、全般的監督機能の具体的内容は説明できないが、PDCA論のとおり監督を「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」と定義すれば、以下のような全般的モニタリングが描き出される。

1 業務計画と実績の対比及び差異要因分析＝「C」と、業務計画修正・経営資源再配分の検討＝「A」

取締役の業務執行の成果を測定・評価し、施策を検討するということである。

2 業務計画立案以後に発生した経営課題、すなわち会社内外の変化に取締役が適切に対応していることの確認＝「C」と、業務計画修正・経営資源再配分の検討＝「A」

会社内外の変化は、プラス面（例えば市場の拡大・新技術の実用化成功）とマイナス面（例えば借入金利の上昇・取引先の倒産・法令違反の発見）の両方があり得る。

全般的監督機能として「経営の効率性向上」が言われるが、PDCA論は、上記①②の例示のようにそれをより高所から吸収することも付言する。

(2) 取締役のパフォーマンス評価

牽制論の立場からは、個々の取締役のパフォーマンス評価、すなわち、成果測定とそれに基づく人事・報酬決定のプロセスを非常に重視する。

しかし、それは狭きに失する。取締役会は、「取締役」ではなく「取締役の職務執行」を監督するのであるから、上記(1)①のとおり成果測定は、経営実績管理が主であり、個々の取締役のパフォーマンス評価はその一部として位置づけられるべきである。
代表取締役や業務執行取締役の解職を含む取締役の担当変更が「経営資源の再配分」であることは明らかである。同様に、取締役をはじめとする人事・報酬の決定は、牽制以前に経営資源の再配置・再配分の一環と見るべきである。

PDCA論は、これら経営実績管理と資源再配分をトータルに監督の中に包括する。

(3) 他の取締役の担当分野における問題（不祥事等）への対応
牽制論の考え方を忠実に適用すれば、ある取締役は、他の取締役の担当分野に重大な問題がないか、問題があるならば十分に対処しているかを、日常的かつ積極的に監視すべきことになる。また監視の結果、重大な問題の兆候や、他の取締役が問題に十分に対処していない事実を発見した場合、それを知った取締役は自ら調査是正を行わなければならないことになる。しかし、各取締役に、他の取締役の担当分野を恒常的に監視したり、他の取締役の担当分野の問題に外から手を突っ込んでかき回す義務があり、それをしないと任務懈怠になるというのは過大であり、実務感覚に合わない。実務感覚に合わせるためには、解釈でその義務を縮小する必要がある。
PDCA論の立場からは、各取締役の義務は、自らが知った経営課題を取締役会で共有することである。故に、各取締役は、他の取締役の担当分野を積極的に監視する義務はなく、受動的立場でよい。問題すなわち経営課題に気づいたときにアクションを起こす義務が発生することとなり、問題に気づいた、あるいは当然気づくべきであったのに気づかずアクションを起こさなかった場合に任務懈怠となる。
そして、自分の担当外の問題に気づいた取締役が起こすべきアクションとは、問題を経営課題として取締役会に報告し共有することであり
、それ以降の調査と対応の検討は取締役会の任務となる。経営課題が取締役会に報告され共有された後は、取締役会構成員として当該課題への対応を検討する義務を全取締役が負うことになる。これなら、実務感覚に合致しよう。
(4) 競業・利益相反取引の承認
牽制論の立場からは、会社と取締役の競業や利益相反取引の承認も牽制として位置づけられる。PDCA論によれば、上記５．(5)のとおり、経営課題の評価・検討プロセスとして位置づけられる。また、非取締役会設置会社においては取締役の合議を確実に行う仕組みがない点を株主総会が補完しており、それを取締役会に移転するものとして、非取締役会設置会社との関係も説明できる。
このように考えれば、牽制論の立場から取締役会の監督機能とされているものの主なものも、PDCA論の立場から同等またはそれ以上に吸収できることがわかる。
特に、取締役のパフォーマンスを評価し＝「C」、役員人事・報酬を検討する＝「A」プロセスや、法令違反等内部統制上の問題に対し、事案の概要・担当取締役の対応状況を共有・評価し＝「C」、究明・対処・再発防止等への経営資源配分や業務計画の見直しを検討する＝「A」プロセスもPDCAの「C・A」としてプロットできること、更には、他の取締役の職務執行状況の監視についても無理な解釈が不要となることは強調したい。

7． 監査役の意義と取締役会の監督機能

(1) 監査役の監査の要素

監査役は、取締役の職務執行を監査する（第381条）。

会社法上の「監査」の何たるかについて直接的な規定はないが、語の意味から、少なくとも「対象と対立的な立場から権限を以って監視・調査する」要素を含むことは疑いがない。また、各規定から、その主要素は以下であると考えられる。

1 独立した立場から客観的に

（独立性については第335条・第343条・第387条・会社法施行規則第105条、客観性については会社法施行規則第105条及び会社計算規則に規定される基準）

2 不正な行為、法令定款違反の事実、及び著しく不当な事実、並びにそれらの発生が懸念される事実（以下「是正を要する行為・事実」とする）の有無を強権を以って監視・調査し、もし存在すれば、取締役（会）や株主総会に報告するか、差止請求し

（第381条・第382条・第384条・第385条）

3 決算期ごとに監視・調査結果をまとめて監査報告を作成し株主・債権者等ステークホルダーに表明する（報告ないし閲覧に供する）

（第437条・第442条）

(2) 取締役・取締役会と監査役の機能の異同

各取締役は、そもそも、それぞれの担当業務の中で「是正を要する行為・事実」やその兆候を監視・把握し、対処・予防するよう努めるべきである。

また、取締役会も、経営のPDCA機能を果たす前提として、「是正を要する行為・事実」を共有・評価すべきである。すなわち、「是正を要する行為・事実」を経営課題として認識した上で業務執行を決定＝「P」し、「是正を要する行為・事実」の事態の変化や新たな発生とそれに対する関係取締役の職務執行状況を共有・評価＝「C」した上で、対策を検討＝「A」すべきである。

各取締役・取締役会は、必要と考えれば、「是正を要する行為・事実」の調査を行うこともできる。

このとおり、「是正を要する行為・事実」の「監視・調査」は、各取締役・取締役会・監査役に共通する本来的機能である。取締役・取締役会は、業務を適切に遂行する体制、すなわち内部統制体制を整備し運用する任務を負っているから、当該体制を監視する機能が監査役と重複するのは当然なのである。

しかし、監視機能が重複するからといって、それぞれの存在意義が失われるものではないことは言うまでもない。

取締役・取締役会には、「是正を要する行為・事実」を予防・発見するよう努め、発見した場合は悪影響を最小限にとどめるようにPDCAサイクルを回すという存在意義がある。特に施策立案とその遂行は監査役にはできない。

一方、監査役の存在意義は、「是正を要する行為・事実」やその予兆を発見すべく努めるとともに、「是正を要する行為・事実」やその予防に関して取締役・取締役会によるPDCAサイクルが適切に回っていることを「独立性と強権を以って」監視・調査すること、一言で言えば「牽制」である。言い換えれば、監査役の存在意義は、「牽制」であり、その本質は経営からの独立性と強権なのである。

なお、監査役は会社の委任を受けてその職務を行うが、その職務執行には経営からの独立性のみならず、会社の利益からの独立性、換言すれば客観性も求められる。これは、会社運営の公正を株主・債権者等のステークホルダー（顕在・潜在）に表明する任務ゆえと考えられる
。

(3) 取締役会設置会社における監査役の存在意義

取締役会の設置・非設置による監査役の存在意義の差異につき補足する。

監査役は、非取締役会設置会社においてもオプションとして設置可能である。

会社法上、取締役会設置会社における監査役の任務を非取締役会設置会社におけるそれと比較すれば、前者に取締役会への出席が加わるのみで、後者に特有の任務はない。また、「取締役会の機能は非取締役会設置会社における取締役の合議の機能を吸収したもので、経営のPDCAのP・C・Aを担うことである」ことから、監査役の存在意義である「独立性・客観性と強権を以ってする牽制」は、取締役会が代替できるものではない。故に、少なくとも、監査役の意義が取締役会の設置によって減じることはない。

一方、取締役会設置会社では、取締役会に監査役が出席して、経営のPDCAの「P・C・A」、すなわち課題認識やそれに対する施策の検討状況を監視する仕組が確保される（取締役会における取締役の活動も取締役の職務執行であるから、それが監査役の監査の対象となるのは当然なのである）。故に、取締役会の設置により、監査役の存在意義は一層高まると考えられる。

(4) 監査役と取締役・取締役会の協業
監査役は、取締役・取締役会を牽制するのが主たる任務であり、その面で取締役・取締役会と対立的である。さらに、監査役と取締役は、（牽制者と被牽制者の対立関係のみならず）経営資源を取り合う意味で同じ次元で対立する面もある。しかし、取締役と監査役は、いずれも会社の委任を受けて会社のために働く機関であり、両者が対立するばかりでは会社の利益にならない。そこで、緊張感を維持しつつも相互に協力すべき旨を定めたのが会社法施行規則第105条である。

また、取締役と監査役は、ともに「是正を要する行為・事実」の監視・調査を行う者として、活動の方向性が一致する面もあり（会社法施行規則第105条は、その観点で取締役と監査役が相互に協力すべき旨を定めたという意味もある）、この文脈において、取締役会には、取締役と監査役が共同して内部統制上の課題を共有・評価する場、という意義が認められる。
しかし、「取締役と監査役が共同して内部統制上の課題を共有・評価する」のは取締役会が有するPDCAの「C」機能のごく一部における側面に過ぎない。取締役会の主たる機能は業務の決定とそのPDCAにあり、監査役はこれを監視する立場が基本である。故に、取締役会を「supervisory board」、監査役をその「member」と位置づける
のは疑問である。
8． 監査役設置会社（取締役会設置）の経営の本質
委員会設置会社の本質を検討し、それとの比較の中で、監査役設置会社（取締役会設置）の経営の本質を描き出す。

(1) 委員会設置会社の本質
委員会設置会社は、「執行機関と牽制（監督）機関を分離」しガバナンスの進んだ会社形態という文脈で語られることが多い。

しかし、委員会設置会社における経営のPDCAを考えると表4のとおりであり、取締役会がPDCAの「P・C・A」を担う構造は監査役設置会社と同様である。

【表4】

	
	機能
	担い手

	P
	業務執行の決定
	＜基本事項＞取締役会

＜細目＞執行役

	D
	業務執行
	各執行役

	C・A
	経営状況のモニタリング
	取締役会

（執行役人事・役員報酬に関する評価・検討は指名・報酬各委員会）


故に、委員会設置会社においても、PDCA論はあてはまる。そして、委員会設置会社では、ごく基本的な事項を除く業務執行の決定を執行役に委譲することが認められており、取締役会による経営状況のモニタリングは、監査役設置会社に比し頻度程度とも減少することが想定される。

故に、委員会設置会社の本質は、監督ないし牽制の強化というより、執行役に大幅に権限を委譲し、取締役会による「P・C・A」プロセスへの関与を待たずにスピーディーに業務を執行できる機動力にある。
その機動力ゆえの暴走を牽制する第一の存在は、（監査役設置会社の牽制機関である監査役に相当する）監査委員会であるが、その構成員は取締役である。故に、少なくとも、監査委員が取締役会のPDCA遂行状況を監査するのは自己監査を含む。また、監査委員の任期は他の取締役と同一であり、執行役兼務の取締役に対する優位性が小さい
。

そのような牽制の弱さを、指名・報酬各委員会、及び取締役会の持つ執行役の人事権で補完しているとみるべきであり、これがいわゆるモニタリングモデルの本質である。
取締役・取締役会の関係に絞って言えば、執行機関と牽制機関を分離したのではなく、執行機関の中で日常的執行者と基本業務の決定と監督を行う者、すなわちPDCAの「P・C・A」と「D」の担い手を分離したものである。このように認識すれば、「D」すなわち業務執行の機動性が制度の主眼であることは明らかであろう。

「監査・指名・報酬各委員会による牽制＋執行役人事権」と「監査役による牽制」とは次元が異なり優劣の比較は不適切である。しかし、少なくとも「執行機関と牽制機関の分離」がより明確なのは監査役設置会社である。

(2) 監査役設置会社（取締役会設置）の経営の本質

あらためて委員会設置会社と監査役設置会社（取締役会設置）の経営構造を比較して見れば、表５のようになる。
【表５】

	委員会設置会社
	執行役（特にCEO）が、機動的に幅広い業務を決定・執行し経営責任を負う形態。
執行役の意思決定過程は必ずしも文書化されない。

取締役会の業務執行への関与は小さく、取締役会が執行役の業務執行の結果責任を評価する事後チェック型。

事後チェックの結果を人事や報酬に反映させることにより経営をコントロールするが、取締役の経営責任は不明確。

	監査役設置会社
（取締役会設置）
	取締役会における合議により業務を決定し、業務執行取締役が分担執行、各取締役が決定・執行・モニタリングへの関与度合いに応じて経営責任を負う形態。
重要な事項を合議によって決定することが本質的に必要であり機動性は劣るが、結果として、意思決定過程を議事録の形で文書化するという透明性も実現する。


このように観察すれば、監査役設置会社（取締役会設置）の経営で最も重要なのは、取締役会における「合議」である。監査役設置会社（取締役会設置）は、重要な事項をしっかり審議し、共同で意思決定する会社形態なのである。故に、監査役設置会社（取締役会設置）にモニタリングモデルを適用し、取締役会を牽制機関と位置づけようとするのは不適切であるし、取締役会の牽制機能を強化するために取締役会の決定事項を絞るべきだという議論は、上記の監査役設置会社の本質をスポイルするものである。
9． 監査役設置会社（取締役会設置）における社外取締役の意義
業務を執行しない取締役（社外取締役を含む）の主たる職務は取締役会への参画である。故に彼らの機能は、取締役会の機能すなわち経営のPDCAのうち「P・C・A」を担う一員となることである。

業務を執行しない取締役の存在意義は、その「P・C・A」各機能を、担当業務を持たないことを基礎としてより中立的な立場から果たすことであろう。例えば、経営資源を取り合う業務執行取締役間の利害調整などである。

そして、社外取締役の存在意義は、上記の業務を執行しない取締役の機能を、社内のヒエラルキーから離れて一層中立な立場から果たすことである。例えば、取締役会における議論が不当である場合に社内有力者に抗して意見を述べ（是正されない場合には反対票を投じ）ることである。

更に、（単に中立であるのみならず）外部の視点から意見を述べることも社外取締役特有の存在意義のもう一つである。例えば、取締役会での議論が一面的な場合（いわゆる「業界の常識は世間の非常識」）に外部の視点から意見を述べたり、（弁護士や公認会計士である社外取締役が）専門的見地から意見を述べたりすることである。

要するに、取締役会の機能の本質が経営のPDCAである以上、その議論に外部の視点を持ち込んでより多角的な検討に導いたり、経営資源をめぐる業務執行取締役間の利害を調整したりする、議論支援機能が社外取締役の本源的機能と見るべきである。

一方、社外取締役に業務執行取締役を牽制する機能を期待する主張は多い。たしかに社外取締役は、議決権すなわち議事録に反対意見をとどめる権利を背景に業務執行取締役を牽制する働きがあるが、それはいわゆる伝家の宝刀である。平時には働かないものであるから、社外取締役の主たる機能とは到底言えない
。

但し、社外取締役の議論支援機能は、監査役設置会社（取締役会設置）で最も重要な取締役会の合議の質を高めるものであり、まさにPDCA論における監督、すなわちPDCAの「C・A」の質を向上させる。その意味で取締役会の監督機能の強化につながるものである。また、業務執行の決定すなわち「P」においてもプラスの意義を有するものである。
その範囲で、社外取締役は必須とはいえないものの高く評価すべきである。また、その機能にとっても中立性、換言すれば業務執行からの独立性は重要であり、社外取締役を置く場合は彼らに業務執行させないことや、独立性を求める方向性は正しいものと考えられる。

10． まとめと提言
(1) まとめ

以上のとおり、取締役会の機能は、経営のPDCAのうち「P・C・A」である。そのうち、「C・A」が取締役会の監督機能であり、「経営実績と経営課題の共有・評価及び業務計画改善の検討」と定義できる。

この考え方によれば、

1 取締役会の監督機能は、非取締役会設置会社における取締役の合議の役割から発展したものとして、すべての株式会社に普遍的な機能として説明でき、

2 会社法の取締役会の機能に関する規定との矛盾もなく、

3 現在取締役会の監督機能とされている事項の主なものもこの定義で吸収できる

のである。

故に取締役・取締役会は、対立する牽制関係にはなく、「一体となって経営のPDCAを担う経営組織」とみるべきである
。両者の間に「執行と監督の分離」はあり得ない。執行と監督は、ともに「決定→執行→監督」のサイクルの一部だからである
。監督機能はそのように広範な機能だからこそ、その内容に関する具体的な規定が置かれていないのである。
そして、監査役は、独立・客観的な立場から強権を以って経営組織である取締役と取締役会を牽制する機関として、アイデンティティが明確になる。

「監督」も「監査」も「モニタリング」と言い換えることができるが、「監督」は経営サイクルの一部を構成するもの、「監査」は経営を牽制するもの、として本質的に相違するのである。

(2) 本論の実務への影響

多数の会社が有価証券報告書の「コーポレートガバナンスの状況」において内部統制のPDCAについて言及しているとおり、取締役会が経営のPDCAを担うことは実務として定着していると思われる。また、取締役会が取締役の職務執行を積極的に牽制する具体的な実務はほとんど行われていないものと思われる。

故に、本論は、現在の取締役会のPDCAに明文の根拠を与えるが、現在の実務を変更するものではなく、企業実務への影響はほとんどないであろう。

また、判例上、平時における他の取締役の職務執行の監視義務は常識的な程度に制限的に解釈されており、本論はその強い根拠となり得るが（前記６．(3)）、判例との矛盾はなく、その点でも実務への影響はない。

本論の影響は、主に学説と立法論にある。

(3) 提言

本論は講学的には、昭和57年商法以来30年の常識に反するものであるが、株式会社の本質と会社法の文理によく適合するものである。「監督」を牽制機能とする解釈に構造的問題が見られる以上、対案として比較評価すべきであろう。

「監督」を取締役と対立的な牽制機能とする解釈を継続するならば、

1 本論冒頭に記載した構造的問題に対する合理的説明

2 非取締役会設置会社との比較の上で、そのような牽制機能が取締役会に与えられた理由、すなわち非取締役会設置会社には存在しない牽制機能の根源に関する合理的説明

が示されるべきである
。
また、監査役設置会社（取締役設置）は、「執行機関と牽制機関の明確な分離」「経営のPDCAの過程が議事録として文書化される透明性」という特長を持つきわめて優れたシステムである。監査役制度が海外投資家に理解されにくいというなら、上記のような特長を海外投資家に説明していくべきである。

さらに、社外取締役に経営を牽制する機能があるのは確かであるが、取締役会の監督機能の本質が経営の牽制ではない以上、取締役会の監督機能強化を社外取締役義務付けの根拠とすることはできない。牽制機能を本来的に担う社外監査役以外の牽制力が必須であること、及び、その他の選択肢を検討した上で社外取締役義務付けがベストであること、について新たな説明が必要であろう
。
なお、本論の事実認識・意見は、筆者の個人的なものであり、筆者の属する組織の見解を表したものではないことを申し添える。
� たとえば、執行者の反対にもかかわらず、取締役会がリスクの大きい業務を決定し、それを当該執行者に担当させるような場合である。


�代表取締役の選定・解職を取締役を牽制する機能として位置づける見解があるが、当該事項は、非取締役会設置会社においても取締役の合議によることになっており（第349条）取締役会固有の機能とは言えないことから、主たる機能は経営資源配分と考えるべきであろう。


�平成24年9月の「会社法制の見直しに関する要綱」において「株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制について・・・その運用状況の概要を事業報告の内容に追加するものとする」とされているが、そのような運用状況の検証・評価を取締役会が行うべき根拠となる。


�利益相反取引・競業取引の承認を取締役を牽制する機能として位置づける見解があるが、当該事項は、非取締役会設置会社においても株主総会の承認によることになっている（第356条）。これは、前記４．(2)③同様、非取締役会設置会社においては取締役の合議を確実に行う仕組みがない点を株主総会が補完しており、それを取締役会に移転するものだと考えられる。取締役会固有の機能とは言えず、牽制機能と位置づけるのは相当でない。牽制のためならば、その役割は監査役に与えられたであろう。


�著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は監査役（会）に報告（第357条）。


�第357条に見るとおり、監査役の牽制機能は、所有と経営の分離に伴い株主の経営監視機能を吸収したものと考えられる。しかし、監査役は会計監査機能を取り込んだことにより、会社のための経営監視に留まらず、客観性をも帯びるようになったと言えよう。監査役の、会社の委任を受けつつも会社の利益からの独立性＝客観性も求められる点は、会計監査人とも共通する。


� 平成24年9月4日公益社団法人日本監査役協会「新「監査役等の英文呼称」」参照。


なお、監査役を「Audit & Supervisory Board Member」と呼ぶことは、非取締役会設置会社にも監査役が設置できること、すなわち監査役の本源的活動は取締役会を必要としないこと、を捨象していることも指摘したい。また、会社法施行規則第105条に見るとおり、取締役と監査役の協業は取締役会設置会社特有のものではないことも付言する。


� 「監査委員は取締役なので内部統制システム構築に関与し内部統制システムを通じて監査できるので監査役に比し優位性がある」という論調が見られるが、内部統制システム構築やその運用は業務執行である。監査委員は業務執行をしてはならないので、執行サイドにより構築された内部統制システムと外部から連携して監査を行う点で監査役と大きな相違はない。


�会社は、伝家の宝刀を握って黙ってにらみをきかせることを報酬を支払うに値する機能と考えるだろうか？会社が期待するのは、そのようなことよりも、適切な意見により取締役会の議論を活性化させることであることは明らかであろう。


� PDCAのうち計画対比の実績管理等は牽制的要素を含むが、それはPDCAの一部に過ぎず、「監督機能の本質は牽制である」と言うことはできない。PDCAは、アクセル・ブレーキの両面を持つことも併せ考慮すべきである。


� ここであらためて旧商法第260条第2項「取締役会ハ会社ノ業務執行ヲ決シ取締役ノ職務ノ執行ヲ監督ス」を見直せば、「業務執行の決定」と「監督」は1文の中に直列的に置かれており、一連の流れになるものであるべきである。「監督」を牽制と読むのは、旧商法においても行き過ぎた解釈だったのではないだろうか。当該規定が、大企業を主な対象とする監査特例法ではなく商法本体に置かれていること、すなわち株式会社に普遍的な機能とされていたことにも留意すべきである。


� 「非取締役会設置会社においては取締役の牽制は株主が担っているが取締役会設置会社においてはそれが期待できないから」という説明は成立しない。取締役会設置会社には監査役設置が義務付けられており、牽制機能は監査役が担うことが前提とされているからである。


�本論の考え方に立てば、会社法改正に向けた提言のうち、いわゆるモニタリング・モデルなど取締役会の牽制機能を基礎とするものは、現行法の発展形ではなく現行法の枠組外の立法論となる。ガバナンスのあるべき形を議論するに当たっては、そのような立法論以前に現行法の枠組みにおける課題を本論に基づき十分検討すべきである。


� 経営陣は保身のため消極的な経営をしがちであり、社外取締役導入により積極的経営をさせるべきだ、という論調も見られるが、責任が限定されるのが通常である社外取締役が無責任に経営に介入することを助長しかねないことに留意すべきである。
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